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３－５　社会インフラ

（１）現況

１）道路

ケニア国では、道路を機能別に5クラスに分類している。国境を越え国際重要地点を結び

または国際港に通じるクラスA道路、国内重要地点を結ぶ道路（主要都市／都市中心地）ク

ラスB道路、県の中心地を結びまたは上位クラスの道路と接続する（都市／地方都市）クラ

スC道路、地方の中心地や県の重要な地点を結びあるいは上位クラスの道路と接続する（地

方とマーケットのセンター）クラスD道路、及び、さらにそれより小規模（マーケット／

地方中心地）のクラスE道路である。

調査対象地域内の輸送は道路に依存しており、幹線道路としてB4、C51道路がある。こ

れに補完するようにクラスD、E道路がある（図３－８参照）。そのほかに、既存灌漑プロ

ジェクト実施地域で、プロジェクト事業主の管理道路が存在する。これら道路に農民達が使

用する小径が接続している。これらの道路のうちアスファルト舗装道路はわずかで、その多

くは砂利道、もしくは土道である。

　　表３－15　Baringo District内の 表層の種別による規格道路の延長（km）

B4道路はところどころ一時河川を横断し、そのいくつかの下流側が洗掘されており、今

後被害が拡大し道路まで影響が及ぶ状態にある。砂利道、土道の多くが最近のエルニーニョ

による異常降雨で被災している。これらは、エルニーニョプロジェクトといわれる世銀の緊

急融資計画で補修される予定であるが、予算の執行がいまだ未定である。

県の道路の維持管理は、公共事業省県事務所が担当している。公共事業省Baringo District

事務所の年間道路維持管理予算は、請求額40百万Kshに対して8～12百万Ksh（1998年9

　　道路の表層の種別

規格 アスファルト 砂利舗装 土 計

舗装

クラスA 0.0 0.0 0.0 0.0

クラスB 88.4 118.0 0.0 206.4

クラスC 125.7 140.0 18.0 283.7

クラスD 74.0 266.7 0.0 340.7

クラスE 54.6 184.1 644.6 883.3

合計 342.7 708.8 662.6 1,714.1
（出典）公共事業省
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月現在、1Ksh＝約2.5円）である。この予算は、労賃、所有する機械の維持管理費及び消耗

部品の購入費である。

Baringo District事務所では、道路関係担当者113人、機械関係者26人、建築関係者30人、

単純労務者17人を擁しており、重機はモータグレーダー1台、ダンプトラック1台、四輪

駆動車3台、トラクター2台を所有している。県事務所が道路補修を実施するときは、地元

住民に賃金を支払うことで労務提供の協力を得ている。１日当たりの賃金は、132Kshであ

り、男女間の格差はない。Baringo District事務所の組織を図３－９に示す。

中央の公共事業省道路局の年間予算の推移では、道路の維持管理費への割り当て、及び道

路通行税の収入が1994年以降伸びており、道路の維持管理が良好に行われれば、通行税の

収入の増加につながり、道路の維持管理費の増加になっているという状況である。

PCMワークショップで、地域住民は、水の確保、農産物の出荷、及び普及員の活動等の

ための道路の未整備を問題としていた。問題となっている道路は、公共事業省の管理道路

か、彼らが日常使用する小径なのか明確でなく、今後どの種類の道路にどのような問題があ

るのか調査が必要である。Marigat、Nginyang、Tangulbeiの各Divisionの道路密度は0.24km/

km2、0.11km/km2、0.14km/km2となっており、都市部の0.56km/km2に比べて低い値である（図

３－10参照） 。
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２）家庭エネルギー

電気は、KabarnetやMarigat等の地方中心地にある公共施設にはほとんど敷設されている

が、一般家庭にはあまり引かれていない。調査対象地域の電気料金は、月の基本料金が

50Ksh、１キロワット当たり40セントである。各自の家まで電気を引くには、電線の敷設費

用は自己負担であり、電柱設置一本当たり約7,000Kshの経費が必要である。本調査対象地

域の平均年収入が9,533Ksh（1994年）であることを考えれば、地域住民にとって相当重い

負担となっている。

気象条件では、太陽光発電を利用したエネルギー利用システムは導入可能と思われる。ナ

イロビでも太陽電池は販売されているが、現在この地域では使用されていない。

家庭燃料は、照明用ランプにパラフィンを使用し、炊事は、町では購入木炭、町を外れる

と薪が使用されている。木炭の価格は一袋（径0.4m、高さ1m）当たり150～ 200Kshで販

売されている。町居住者以外の住民の多くは、林のなかに住居を構えており周辺林から薪を

採集している。畑所有者は、畑周辺の木々の枯れ枝を使用している。しかし、今回現地調査

したMarigatの北北東10km付近では30､40年前には、木が茂っていたが、周囲に木が少な

くなったため薪の採集に多大な労力を費やしている。炊事用カマドの形式は、三個の石を用

いた伝統的はカマドか、レンガをコの字に配置したカマドであり、熱効率は良くない。現

在、NGOsやケニア国政府が熱効率の良いカマドの普及をすすめているが、いまだ一般に広

くゆきわたっていない。

３）水供給施設及び家庭利用水、衛生問題

現在、政府が管轄する水道施設は、Marigatで7か所、Nginyang4か所、Tangulbeiに1か所

ある。そのほか、NGOsや地域の水利用委員会が管理しているものもある。水源は、井戸や

河川である。水道料金は、Marigat給水施設で、一律月160Kshである。Baringo Districtの水

道普及率は38%であり、政府は現在給水施設の新設拡張をすすめており、Marigat divisionの

給水計画は5プロジェクトが進行中である。PCMワークショップや聞き取り調査では、水

問題は重要な課題であり、新たな水源開発、給水施設、水源への道路、水運搬方法の改善等

が必要である。Marigat、Tangulbei、Nginyangの各divisionの現在稼働中の水供給システムの

概要を表３－16に示す。

政府が管轄する水道施設の基準給水量は、１日１人当たり30から50リットルである。水

道施設の恩恵を受けない地域では、家族（平均10人）全員の飲料水用に１日20から40リッ

トルの水を水源地から運ぶ。水の運搬は、女性や子供が20リットルの水タンクを背負うか、

一輪車、自転車、ロバを使って運搬しており、多くは片道1から4時間、ところによれば一

日かけて水を運搬しているところがある。水源は、川、泉、井戸、ため池である。公共施設

や少数の民家では、屋根の雨水を貯えるシステムを装備しているところがあり、民家の貯水
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システムはSIDAの援助で保健省との共同で進められていた。

調査対象地域の主要河川はPerkera川（160MCM/年）、Molo川（110MCM/年）であり、灌

漑や飲料水の水源として利用されている。しかし、季節により流量変化が大きいため取水に

支障をきたしている。この他の小河川は乾季には完全に枯渇し、雨季には洪水が流れる一時

河川である。住民は乾季には河床に穴を掘り、伏流水を汲み上げ、生活用水や家畜用水に利

用している。調査対象地域の既存のため池の容量は3,000～27,000m3でいずれも小規模なも

のであり、降雨を貯留して生活用水、家畜用水に利用されている。調査対象地域の井戸の水

位は10～20mのところが多く、揚水量は756リットル/時から45,360リットル/時と大きく

ばらついている（表３－17、３－18参照）。

PCMワークショップでは飲料水を確保する場所と家畜の水飲み場が同じ水源もあり、衛

生上の問題があると認識されている。利用井戸水は、フッ素濃度の高いものが多いがそのま

ま飲用されている。カトリック系のNGOsは、家畜の骨を砕いたものを使用してフッ素濃度

の改善に成功している。地域の人々は、濁り水でも濾過せず沸騰させて飲んでいる。既存灌

漑プロジェクト実施地域では、用水路の水を使用できるため、生活用水（水質は安全とはい

えないこともある ）の確保は容易になっている。

給水施設の維持管理は政府または地域社会で構成される水利用委員会によって行われる。

住民は運営費（油脂・燃料費、小さな修繕費）を支払い、政府は大修理や、水利用委員会に

対して技術的助言を行う。

給水施設を保有しない地域では、その地域社会によって水源そのものが管理されており、

水利用に関する規則が存在するが、地域社会によって異なる。これら規則には、罰則が存在

するかどうか確認はできていない。

便所は、町内では設置を法律（Public Health Act）で規定されていることもあり完備され

ている。町を外れると便所を所有しない家も存在する。Marigat、Nginyang、及びTangulbei

の各divisionでは、便所の所有率はそれぞれ22%、5%、17%（ 質問表に対する回答 ）となっ

ている。便所を所有しない人もその必要性を認識しているが、所有しない一因は建設コスト

が高いことである。便所は母屋から独立した建物になっており、構造は穴を掘ったもので、

穴の大きさは深さ6m、径1mぐらいの自然浸透式である。この便所１か所当たりの建設費

は、自作で3,000Ksh、専門業者に依頼すると5,000～ 6,000Ksh（約20年前）である。この

調査対象地域の平均年間収入に比べると便所建設は大きな負担となる。
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表３－16　現在稼働中の水供給システムの概要（1998年 10月現在）

給水施設名　　　　 水源　　　　　  接続数　　　  計画給水量　　　     管理主体、その他

　　　　　　　　　　　（給水方法） 　（人数）

旧Marigat division（現在のMarigat とMukutani  divisionを加えたもの）

1.Marigat W/S 表面水 250接続 50Lt/日･人 政府が水道料金を徴収

（ポンプ給水） （2350人） 50Lt/日･単位家畜1)（160Ksh/月）

2.Patkawain W/S 表面水 41接続 50Lt/日･人 政府が管理

（ポンプ給水） （870人） 50Lt/日･単位家畜

3.Chemeron 表面水 55接続 50Lt/日･人 政府が管理

ｰSalabani W/P （重力給水） （840人） 50Lt/日･単位家畜

4.Maoi W/P 地下水 50Lt/日･人 政府が技術援助、地域

（井戸） 50Lt/日･単位家畜 水委員会は通常の維持

管理、労働力の提供

5.Sabor給水施設 － － 地域社会が管理

6.Kanpi ya Samaki給水施設 － － －

7.Ol-Arabel給水施設 － － 地域社会の水利用委員

会

Tangulbei division

1. division W/P 地下水 － 30L/日･人 政府が技術援助、地域

（井戸） （850人） 30L/日･単位家畜 水委員会は通常の維持

管理、労働力の提供

Nginyang division

1.Chemolingot W/P 地下水 － 30Lt/日･人 政府が技術援助、地域

（井戸） （1350人） 30Lt/日･単位家畜 水委員会は通常の維持

管理、労働力の提供

2.Kositei W/P 地下水 － －

（井戸） －

3.Chesirimion W/P 地下水 － －

（井戸） －

4.Losikiriamoi 地下水 － －

（井戸） －

（注）1)単位家畜；成牛一頭または伝統的節水型飼育方法による成牛三頭、ヒツジあるいはヤギ十五頭
（出典）調査団質問表 に対する回答、聞き取り調査
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４）公共サービス（保健医療、教育）

①　保健医療機関

ケニアの保健医療セクタ－を形作るのは保健省（MOH）とNGOsである。MOHの保健

医療システムは、州病院－県病院－保健所－ディスペンサリ（注1）というピラミッド構

造になっており、これがケニア国の基本的な保健医療インフラストラクチャーをなす。こ

れを補完するようにNGOsの保健医療施設が存在している。

調査対象地域も上記と同様の体制になっている。Marigat divisionには保健所が3か所、

ディスペンサリが6か所あり、これらは、136Km2当たりに１か所の割合（約5700人を対

象）で保健医療機関が配置されている。Nginyang divisionには病院が1か所、保健所が2

か所、ディスペンサリが3か所あり、281.5Km2の割合（約4600人を対象）で保健医療機

関配置されている。Tangulbei divisionにはディスペンサリが5か所、262.6Km2の割合（約

3200 人を対象）で保健医療機関があり、移動診療車が 1台配置されている。いずれの

divisionも施設数の不足は明白である。調査対象地域の医療従事者数の割合は、6万2千人

に医者1人、410人に補助医1人、815人に看護婦1人である。
　（注1）医者はおらず、補助医レベルで運用されてる。おおむね外来待合い室と処置室よりなる平屋建て
の施設。

各 divisionの保健医療施設の概要及び所在場所を表３－19、図３－11に示す。
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表３－19　保健医療施設の概要（1998年 10月現在）

ロケ－ション 保健医療施設 実施機関

Marigat division（現在のMarigat とMukutani  divisionを加えたもの）

1.　　Marigat 保健所 ケニア国政府
2.　　Kampi Samaki 保健所 ケニア国政府
3.　　Kiserian ディスペンサリ NGOs
4.　　Marigat ディスペンサリ NGOs
5.　　Loboi ディスペンサリ ケニア国政府
6.　　Ngambo ディスペンサリ ケニア国政府
7.　　Kokwa ディスペンサリ NGOs
8.　　Loruk ディスペンサリ ケニア国政府
9.　　Kimalel 保健所 ケニア国政府

Nginyang division
1.　　Nginyang 保健所 ケニア国政府
2.　　Chemoligot 保健所 ケニア国政府
3.　　Kapedo 病院 ケニア国政府
4.　　Lomello ディスペンサリ NGOs
5.　　Kositei ディスペンサリ NGOs
6.　　Lomuke ディスペンサリ NGOs

Tangulbei division
1.　　Tangulbei ディスペンサリ ケニア国政府
2.　　Churo ディスペンサリ NGOs
3.　　Amaya ディスペンサリ NGOs
4.　　Orus 移動診療車 NGOs
5.　　Kokwatoto ディスペンサリ NGOs
6.　　Mukutani ディスペンサリ ケニア国政府
7.　　Komolion ディスペンサリ NGOs

（出典）調査団質問表に対する回答
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政府が運営する保健医療機関は、設備器具の不備のため十分に機能を満たしていないも

のもあり、NGOsが運営する保健医療機関の方が政府機関より設備は整っている。一方、

NGOsの保健医療機関は政府のものより診察費は高いということで、一般住民は政府運営

の施設を利用することが多い。しかし、キリスト教の団体やNGOsは、保健医療施設の建

設や移動診療車の導入などにより調査対象地域の保健医療の充実に大きく貢献している。

現在、現地で問題になっている病気は、マラリアが主であり、他にコレラ、腸チフスが

発生するが、それほど多くないようである。人口密度が低いことや自然条件、水源地が家

から離れている等の理由から、便所の構造や便所を所有しないことによる排泄物による不

衛生が原因となる病気は多くは発生していないようである。薬の入手は、調査団の質問表

に対する回答では容易であるとなっているが、PCMワ－クショップの参加者からは必要

な時には難しいという問題分析がなされ、政府と住民の意見の相違がみられる。

②　教育機関

ケニア国の学校制度は、小学校8年、中等学校4年、大学4年となっている。

Marigat divisionに幼稚園が44か所、小学校が39校、中等学校4校、Nginyang division

に幼稚園が8校、小学校が8校、Tangulbei divisionに幼稚園が21校、小学校が9校存在す

る。先生１人に対する生徒数は、15人～19人である。小学校は各 divisionとも数に余裕

はあるが、中等学校は、旧Marigatでは不足している。表３－20に各学校１校当たりの生

徒数を示す。聞き取り調査より、調査対象地域の教育に関する問題は、学校数が不足して

いるというより教育にかかる費用が収入に比べて高いことであり、学習途中での退学や一

時期学習不能になる事態が起きている。1989センサスの統計によると、Baringo District全

体で10～14才の就学児童・生徒の中途退学者比率は2～3%であり全国平均4.3%より低

く、全国で最も中途退学者比率の低い県の一つである。しかし、質問表の回答や中央の協

議では途中退学者の数が多いという問題が取り上げられ、途中退学者の数は地域の教育に

関する問題となっている。また、識字率は80～ 90%であり全国平均の73.4%より高い。

就学率は小学校で72%、中等学校で16%であり、小学校の就学率は全国平均75.1%よりも

低いが、中等学校の就学率は全国平均の16%と同じである。これらの統計では、小学校の

就学率は全国平均よりも若干少ないが、教育に関しおおむね全国平均を上回っている。

表３－20　学校1校当たりの生徒数

　Division　　　　　幼稚園１校 小学校１校 中等学校１校
　　　　　　　　 　 当たりの生徒数 当たりの生徒数 当たりの生徒数

　Marigat 47.7人 171.7人 164.0人

　Nginyang 95.0人 115.1人 120.0人

　Tangulbei 30.5人 107.4人
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５）参考資料

今回の調査で、存在の確認はできたが入手できなかった資料で本格調査時には参考となり

得る資料を以下に示す。

①　道路に関するもの

i）ROAD DESIGN MANUAL PART I, GEOMETRIC DESIGN of RURAL ROADS JANU-

ARY 1979

ii）ROAD DESIGN MANUAL PART III, MATERIAL AND PAVEMENT DESIGN FOR NEW

ROAD AUGUST 1987

この二冊は、道路の設計仕様を規定しているものであり、公共事業省本省の道路局で入

手が可能と思われる。

②　水に関するもの

i）Water Resources Information Water Rights Division, Water Resources Database Section

ii）Water Act 92

Minstry of water Resourcesの本省で入手可能である。

③　地図

i）５万分の一の地形図

ケニア地理院（SURVEY OF KENYA）で入手可能である。

（２）本格調査実施上の留意点・提言

１）地図の作成

実証調査時、村落や道路、河川等の位置関係が重要であり、それらが明記された地形図が

必要になる。現在、ケニア地理院が発行している5万分の1の地形図は入手可能であるが、

それらの基本測量は1973年に行われたもので情報が古いため改訂が必要と思われる。現地

には航空写真測量を行い地形図を作成する会社は存在し、500km2の範囲の5千分の1の地形

図を作成するには、約３か月必要となる。一方、住民主体で事業を進めるには、ワ－クショッ

プで模型による地形図を住民が作成することも有効な手法とされている。現地の受容能力に

応じた技術レベルの方法を選択することが極めて重要である。

２）道路

幹線道路はおおむね整備されているが、幹線道路に接続する道路の整備はほとんどされて

いない。総合的農村開発を行うには、肥料の搬入や生産物輸送、普及員の活動等を行う道路

の整備が不可欠である。近年の異常降雨で被害を受けているクラス道路の砂利道、土道は公

共事業省が補修することになっているが、予算不足のために補修工事の実施時期が不明であ

る。そのため、一定の時期に開発計画を行う場合、道路の補修を外部から支援する必要もあ
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る。それには本格調査で住民が日常利用する道路（公共事業省管理外の道路も含む）の被害

状況を調査すことが望まれる。被害状況により、住民参加だけで補修が可能か、あるいは多

くの建設機械を使用する必要があるか検討を行う。地域の住民参加で補修が可能な場合、住

民の貧困さと意欲を考慮しどこまでの負担が可能かベ－スライン調査の結果等を踏まえた詳

細な調査を必要とする。また、建設機械を必要とする場合、公共事業省が保有する建設機械

の種類及び台数が適正かどうかの検討を要する。道路補修後の維持管理について、地域住民

による可能性について調査することも望ましい。これらの調査を実施するには、公共事業省

県事務所の技術者との協力が必要である。公共事業省は、クラス道路の管理だけを行ってい

るので、その他の道路を調査する小規模道路の施工計画に係る技術者も必要となる。

一時河川が道路に損傷を与えているところもあるので、このような河川では現場で入手可

能な石を用いるチェックダムを建設し洪水の流出を遅らせ被害を軽減させる手法の検討も必

要と思われる。このためには、河川砂防に係る技術者が必要となる。建設する場合は住民参

加によって実施することになるであろうが、参加に係るインセンティブや住民の負担能力を

ベ－スライン調査の結果等を用いて十分に検討する必要がある。

３）水

Marigat 近郊では、水道施設があり、今後も施設の整備が進められことになっている。

Marigat郊外の水道パイプが引かれていない地域では水の確保は大きな問題であり、新たな

水源地が必要である。水源地の種類によっては、マラリアの発生原因ともなり得ることを考

慮する必要がある。新たな水源として井戸、ため池、一時河川の河床での集水施設、泉の保

護工、またはこれら水源の可能性がない地域では政府が敷設している水道管を利用した共同

栓の建設等が考えられるが、それらの適切な場所及び施設の選定、水質の調査が必要と思わ

れる。それには、地形、地質、水質、施設計画・設計に係る専門家が必要となる。

また、人力で行われている水運搬手段を改善するために家畜（ロバなど）利用の可能性の

調査が必要と考えられる。

４）保健医療施設

現状では、保健医療施設の不足は明白であるが、人口密度の希薄な地域では保健医療施設

の建設は維持管理を考慮した場合得策ではなく移動診療車の導入の可能性、及び医療関係で

大きな役割を果たしているWorld Vision International（Ｗ／Ｖ）やMorop Christian Children's

（CCF）等NGOsとの連携の可能性やその方法の検討が必要と思われる。このための専門家

が必要となる。

５）住民参加

将来行われるであろうプロジェクトは、地域社会の風土、伝統に適合しなければ効果が上

がらない。それには、地域で一般的な技術の改良型の導入が望まれ、既存の技術、風習、伝
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統などの調査が重要と考えられる。そのためには、地域の言葉を解する技術者、あるいは通

訳が必要と考えられる。

本格調査において、当初からの住民参加が必要である。住民のニ－ズ及び現状をPCMワ

－クショップやPRA等で把握し、現地踏査と併用することが必要である。

実証調査に、モデル施設の建設が含まれる場合は、当事者意識を強めるためにも住民にも

何らかの負担を求める方向で取り組んだ方がよい。Ｗ／ＶなどNGOsは、住民に単純労働、

安価な資機材の負担を求めて成功している。また、実証調査では、地域住民の啓蒙活動が必

要となるが、調査時から住民が何らかの便益を得られるようにするなど住民の意識改革を早

める方法を採用すべきと考える。

調査対象地域では、NGOsが活動しており、それらとの協力が必要である。現在Ｗ／Ｖ及

びCCFが医療関係や小水源の確保、水源確保、教育などの分野で主に活動している。

（３）その他

1997年７月より対象地域に家畜の疾病が流行しており、政府としては、予防注射を行い治

療に努めている。また、農民によっては、治療に植物の葉を使用する民間治療を行っている

が、いまだ、疾病の流行は止まっていない。そのためMarigatの家畜市場は1998年中は開催さ

れていない。本格調査時は、家畜の疾病についての調査も必要と考えられる。

調査調査対象地域は、火成岩表面が風化している地域で、アカシア系の樹木が繁っている。

一度、樹木の伐採が行われると、土壌侵食が進み植生の回復は困難となり、同時にバリンゴ湖

の堆砂を促進することにもなる。そのため、大きな開発は困難であり、現在の植生を考慮した

環境にやさしいプロジェクトにすることが必要である。

（４）地形図の入手及び現地再委託可能性について

１）地形図の入手

地形図はケニア測量地図学院で入手可能である。しかし、軍（DOD:Depertment of Difence）

の許可が必要となるため入手まで１か月の期間がかかる。測量局に申請書を提出し、申請が

軍によって認められて入手可能となる。本格調査で地形図が必要な場合、事前にJICA ケニ

ア事務所を通じて、申請書を提出しておく必要がある。対象地域の入手可能な地形図は、５

万分の１、25万分の１の縮尺のものがある。それぞの必要地形図分類番号は、

５万分の１；90/4、91/3、104/2、105/1

25万分の１；90、91、104、105

である。

地形図は、1972～1973年に測量されて作成されたものである。原図がない場合は、その
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コピ－になる。

２）現地再委託先調査

①　水質・地質調査

・JOMO KENYYATTA UNIVERSITY OF AGRICULTURE AND TECHNOLOGY

過去に、JICA調査団、日本のコンサルタント等の依頼を受け、水質・土質調査を行っ

た実績を有しており再委託には問題はない。しかし、1月中旬から2月にかけては第三国

研修を行うため多忙となり依託調査は不可能である。4月～7月中旬と8月後半～11月後

半には、調査の期間と内容によっては困難である。現地でのサンプリング調査は不可能で

ある。契約は大学と直接契約となり支払方法は、現地通貨で可能である。

②　測量、地形図の作成

i）PHOTOMAP

過去に、JICA、GTZ、日本のコンサルタント会社等多数の依頼による航空測量、基本測

量、縦横断測量の実施及び地形図の作成の実績を有する。

500km2の範囲の航空測量、５千分の１の地形図の作成では、概算見積りで、以下のよ

うになっている。支払方法は、現地通貨で可能である。

　　単位    数量　 　単価 計（Ksh）

４万分の１の航空写真測量　　　　km2 　500　　4,076.24 2,038,120.00

地形図作図、基準点測量を含む　　km2 　500　　9,247.52 2,038,120.00

合計 6,661,880.00

ii）KENYA INSTITUTE OF SURVEY AND MAPPING

現在のところ、測量及び地図作成を受注した実績は有していない。しかし、測量及び地

図作成技術を教える学校であるから、測量及び地図作成は可能である。契約及び支払い方

法は、実績がないため不明である。現在、2000年を目標に独立採算を導入する予定であ

り、完全に独立採算性が認められた場合は、受注業務が可能となる。

③　環境・伝統的技術

・NATIONAL MUSEUMS

十分な調査員を擁しており、ケニア国内の住民参加型プロジェクトを行っている。伝統

的技術を取り入れ環境保全を考えたプロジェクトの実績がある。調査員の数は不明であ

る。日本の民間会社とも契約は可能であり、契約方法は直接NATIONAL MUSEUMSと契

約することになる。支払は、現地通貨または、東京からの銀行振り込みが可能である。
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④　PRA

・EGERTON UNIVERSITY

PRAプログラムという研究室も存在しており、現在PRAファシリテーターが９人在籍

している。1987年より毎年、PRAの研修を大学内で行っている。１回当たりの研修期間

は３週間で1998年の費用は1500米ドル/人である。これまで約300人の研修終了生を出

している。

PRAのコンサルティング業務も可能であり、日本の民間会社との契約も可能である。契

約方法は直接EGERTON大学PRAプログラムとの契約となる。支払方法は現地通貨とな

る。通常２週間の現地調査を行うそうである。コンサルタント料は１人１日当たり、

ファシリテーター 12,000～ 14,000Ksh

アシスタント 11,000～ 12,000Ksh

となり、他に移動及び宿泊に係る旅費が必要となる。
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クラスB道路。
調査地域とナクルを結ぶB4号
道路。対向二車線道路で舗装さ
れている。
管理はMinistry of Public Works
& Housing（公共事業省）が行っ
ている。

社会インフラ
（1）道路

農民が幹線道路に出るのに使
用する小径。

クラスC道路。
C51号道路でMarigat 以西の土
道区間。
管理はMinistry of Public Works
& Housing（公共事業省）が行っ
ている。
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改良型かまど。
政府が普及に努めている改良型か
まど。
普及は遅々として進んでいない。

家庭エネルギー

左・下：農家が使用している三つ石を置いた伝統的
なかまど。
炊事場は母屋から離れて建てられている。

道端で売られている薪。
C51号道路端で売られていた薪。
一山250ケニアシリング（1ケニア
シリング＝約2円、1998年 10月当
時）。
採取には二人で一日を要する。枯枝
だけを採取している。
（Kabarnet～Marigat間）
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キマオダム。
重力式コンク
リートダム。
対象地域西部の
Tugen Hill東斜面
に位置する。水
道水源として、
ケニア国農村開
発者により98年
に完成した。
ただし、給水先
は対象地域外で
ある。

水供給及び保健衛生施設

ため池。
人間の水源であるとともに
家畜の水飲み場にもなって
いる。
調査対象地域にはこのよう
なため池が所々に見受けら
れる。

泉保護工。
対象地域で活動しているNGO
の一つであるWorld Vision
（W／V）が行った泉保護工。
受益住民が砂、砂利、労働力
を拠出し、W／Vはセメント、
鉄筋、技術援助を提供した。
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NGOにより建設されたミニ
ダム。
このダムの下流に井戸及び
家畜の水飲み場が設置され
ており、管理はコミュニティ
の水委員会が行っている。

ディスペンサリ（小規模な
医療機関）。
屋根で雨水集水し、隣接す
るタンクで貯蔵するシステ
ム（roof catchment）を導入し
ている。

農家が所有するトイレ。
母屋から離れている。径１m
深さ約６m。
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3－6 　環境

（１）現況

対象地域は乾燥・半乾燥地域という脆弱な生態系を有する場所であり、すべての事業実施に

ついて、環境への特別な配慮が必要である。

他団員の報告、調査団の質問表の回答にもあるように、灌漑を含む過去の水供給事業により

特定の地域への人間や家畜の集中による生活排水による水質悪化、過放牧による土地の裸地

化、土壌侵食、灌漑農業による塩類集積等の問題が発生している。

このようにさまざまな問題が発生しているが、特に局地的でなく、対象地域全体に及ぶ環境

問題は以下のとおりである。

１）土壌侵食

過放牧によるものやTugen Hillの傾斜地における土壌侵食の問題が報告されている。今回

調査では過放牧による土壌侵食の状況は視察できなかったが、Tugen Hillの西側斜面（調査

対象地域外）では大規模な土壌侵食（元の地表から数m以上土壌が流出している）が観察

された。土壌侵食は農地や草地の喪失だけでなくシルティングによるバリンゴ湖が浅くなっ

てきている。PCMワークショップにおいても、土壌侵食が地域内の問題として出された。こ

れに係る対応として有機物の利用等による土壌保全を行うというのは目的分析で出た。

なお、土壌侵食マップがGTZの協力によりMinistry of Agricultureから発行されている。

２）水問題

バリンゴ湖は同湖から流れ出る川はないため、水質等環境悪化の影響を受けやすい。また

同湖に流れ込む河川水の利用による湖の水位低下の問題も発生する可能性がある。したがっ

て、すべての活動を行うにあたって、湖への環境影響を含む厳密な検討が必要となる。この

他の問題として水関連施設の設置による水因性疾患の発生等がある。

（２）環境問題に係る現在の行政システム

環境問題にかかわる省として本調査に係るSteering CommitteeのメンバーでもあるMinistry

of Enviroment Conservationである。

また、Districtレベルでは、Departmental Headのメンバー及びKenya Wildlife Survey、National

Museumのバリンゴ支部、Kenya Agricultural Research Institute（KARI）、地域内で活動してい

るWorld Vision等のNGOから構成されるDistrict Enviroment Management Committeeがある。こ

のCommitteeはDistrict内において国際環境ガイドラインに基づいた活動をしているとのこと

である。

現在Agriculture Act、Water Act、Forest Act等、77の環境に関連する条例（Act）が存在する。

例えば Water Actに関してはMinistry of Water Resourceの許可なしには水資源を利用できない
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等がある。

ケニア国では現在国会で新環境法について審議中である。これが施行された場合、農業開発

を含むすべての計画について開発者は環境影響評価（EIA）実施の義務を負い、プロジェクト

実施の許可をMinistry of Enviroment Conservationより取得しなければならない。

（３）本格調査における留意点・提言

上述のとおり、対象地域内の普遍的な環境問題である土壌・水保全及び過放牧に対する適切

な管理について、住民もそれらに係る問題については認識している。またこの問題に対し、技

術的に何をすべきは住民、行政とも理解している。質問表の回答でも土壌・水保全に係る対策

がいくつか述べられていた。

しかしながら、それらはあまり実行されていない。その理由として住民の環境保全に係る参

加のインセンティブがないことがある。環境条件の厳しいASALでぎりぎりの生活をしている

住民にとって、たとえ環境保全が将来のために極めて重要なことであると知っていても、保全

活動が直接収入に結びつく等短期間に何らかの利益を得るものがないままに労働力の提供等を

行う意欲・余裕はない。

また過去、環境保全にも資する水資源の確保の方法としてRun-off Harvestingは草地生産等

に大きな効果があり、普及員も農家の訓練を４年以上したにもかかわらず、多くの農家がこの

システムを設置するために余分に働くのを嫌がり、それらが政府の役割であると考えて、また

伝統的な農業と異なっていたため、定着しなかったという報告もある（世銀：バリンゴ半乾燥

地域パイロット開発プロジェクト報告書）。

その一方、中央での協議では、薪炭利用等を目的の一つとして植林事業を行っている地域に

ついての話も出ており、その経験を活用することが求められる。

これらの問題に対しては、環境保護政策の振興とその住民への影響を考慮しつつ、地域の意

向・社会構造に基づいた参加型開発による具体的な対応を今後検討していく必要がある。

別添：環境団員の報告要約（P 101～ P 103）
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3－7　PCMワークショップ

（１）現況

１）概要

住民のニーズの把握、優先度、アプローチの検討、住民の事業計画への参画の可能性等の

調査の一環として、PCMワークショップを以下の要領で農村コミュニティにおいて開催し

た。

①　開催日

1998年９月24、25日

②　開催場所

ケニア国Baringo District　Marigat Division、Family Life Training Center

③　スケジュール

別添資料参照

④　ワークショップ参加者

参加者数３３名

内訳） Baringo Districtより　農民12名、行政官５名

Koibatek Districtより　農民11名、行政官５名

日本側調査団７名、オブザーバー７名（中央関係省庁行政官）

⑤　モデレーター

湊　直信（FASID）

２）モデレーションの基本方針

今回の案件はJICAの開発調査との位置づけであり、調査分野も農業だけではなく、道路、

交通、住居、エネルギーといった社会インフラ整備、文化、社会格差、学校、地域住民、NGO

といった人的資源開発にまで及び、非常に幅広い。この調査のなかでのPCMワークショッ

プの位置づけは農民のニーズの把握、既存の知識・技術の整理、問題解決への可能なアプ

ローチの検討等であった。このため、２日間で問題分析と目的分析を行うように焦点が絞ら

れた。また、ワークショップを通じて、農民の主体的な参加を促進すると同時に、各調査団

員は農民から直接、自分の担当分野の関連事項についての聞き取り調査を行った。

参加した農民、地方の行政官の意見を十分反映して問題分析、目的分析を行うようにし

た。中心問題「低い生活水準」から出発して、非常に幅広い分野を含む問題分析が行われ

た。目的分析においても、改善の手段は、農民自ら実施する活動から、地方政府、中央政

府、NGO、海外の援助機関までさまざまな可能性を考えて進めた。共通言語は英語で、通

訳、または他の参加者がスワヒリ語に通訳する方法を予定していたが、２日目には時間の無

駄を省くため、スワヒリ語で議論し、通訳が必要に応じて英語に訳した。
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３）ワークショップの成果

今回の開発調査でのPCMワークショップの位置づけは、参加型開発手法であるPCMの利

点を生かせる環境であった。通常、ワークショップの開催時点では、プロジェクトの大きな

枠組みが既に決まっていることが多く、結果として、予定された枠組みに合ったPDMが求

められる。また、短期間に問題分析からPDMまで移行していくのに無理があることも多い。

しかし、今回は問題の原因結果の関係と改善への目的手段の関係の明確化に専念できた。参

加者が農民と地方行政官に限られていたことも、現実の問題を把握するという点において、

適切であった。これらの参加者のPCM手法説明に対する理解度は高く、自分達の置かれた

状況のなかでの問題認識も適切であり、因果関係も客観的に捉えていた。日本側団員もそれ

ぞれの小グループでの議論に加わり、個別に農民へのインタビューなどを行い、問題の掘り

下げに協力した。

ワークショップ終了後の参加者に対するアンケートでは、ほとんどの参加者はワーク

ショップを高く評価し、結果に満足しているとの意見であった。ただし、「調査期間が長く、

援助プロジェクト実施までに時間がかかりすぎる」との不満の意見も一件あった。参加した

農民や地方の行政官の熱意は大きく、目的分析の続きを自分達で続けたいとの意見もあっ

た。

中央政府の行政官はオブザーバーとして参加したが、　まったく議論、作業には干渉せず、

現地の主体性に任せていた。住民自身が事業に参画し、主体的かつ継続的な活動を行うため

の能力、意思を十分持っていることも明らかになった。PCMワークショップは住民の啓蒙、

参加の契機になったと思われる。

４）作成された各種系図

作成された、問題分析、目的分析はそれぞれ図３－12、３－13のとおり。

問題分析の中心問題は"Low standard of living"であり、その直接原因は"Hard working"、

"Low job opportunity"、"Low labor wage"、"Low income"、"Development project are poorly

managed"、"Lack of fund security"、"Poor medical & health care"、"Resistance in adopting new

changes"、"Insecurity"であり、多様な分野にわたっていた。"Hard working"とは絶対的な水

不足とインフラの不備、貧しい土壌、といった原因により特に女性が過度な労働を背負わさ

れている状況を表している。

目的分析で具体的に考えられた改善のための手段も、水開発、技術訓練、教育、インフラ

整備、灌漑、植林、小規模金融、医療等多岐にわたった。もう半日時間があれば、目的分析

をより深く行うことが可能だったと思う。
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（２） 提言・留意点

参加者の抱える「最も深刻な問題」のうち、約半数は「飲料不足」、「家畜用の水不足」、「農

業用水の不足」等、水に関する問題であり、乾燥地の水の重要性を改めて感じた。また、出来

上がった系図のさまざまな部分に水に関連した問題が出ている。

中心問題の「低い生活水準」は多くの問題を問題系図がカバーするためには適切なレベルで

あった。参加者は「低い生活水準」について、共通の明確な概念を持っているようであった

が、今後、生活水準を表す指標の明確化が必要である。

今回のワークショップで問題系図と目的系図が作成されたが、議論の詳細、及び論理の整合

性の検討については時間の都合で、不十分な点も多い。今後、本格調査において対象地域で

PCMワークショップを数回開催する場合には、場所により異なる系図を作成するのではなく、

共通の系図を作成した方が将来の援助プロジェクトへの移行は容易であると思われる。また、

分析も新たに問題分析から始めるのではなく、今回作成された問題系図から出発して、その説

明、検討、修正を重ね、系図のどの枝がその地域に当てはまるかといった質問をしながら地域

特性を把握するのが、より有効であると思う。問題系図の論理的整合性について、特に女性グ

ループ向けのワークショップを行い、WID、ジェンダーの視点から系図を検討することも、実

態を知るために有効である。また、目的系図において、問題解決のためのアプローチをより具

体的に作成すると同時に、技術的、社会的に実現可能な活動について議論を行う必要もある。

今後、目的分析を通じて持続可能なアプローチを検討する段階において、環境保護、水資源

開発、ジェンダー、畜産、農業、教育、保健・医療、ビジネス等の現地の専門家を更に追加

し、さまざまな視点から検討した方がより多様かつ効果的なアプローチが見出せるのではない

かと思う。

以上の経過を経た目的系図を元に現地側でプロジェクトの選択を行い、自らが実施するプロ

ジェクトのPDMを作成することは、調査に対する先方の主体性を高める点で有効であると考

える。
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調査団の一方的な情報収集
に終わることなく、最終受
益者である地域住民の
「声」を聞くことを目的と
して、PCMワークショップ
（問題分析・目的分析）を
行った。

ワークショップ開催時。
参加者は対象地域及びその
隣県の農家、地方行政官。
対象地域の中心問題として
「低い生活水準」が設定さ
れた。

PCMワークショップ（予備調査）

グループごとに作成した問
題系図を用いて問題分析の
結果を発表した。

「低い生活水準」の直接原
因として、過重労働、雇用
機会がない、低所得等六つ
が挙げられた。
参加者を六つのグループに
分け、これらの原因ごとに
問題分析を行った。
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３－８　関係機関活動内容

効果的・効率的な本格調査の実施を行うために、情報の活用や連携が重要と考えられる関係

機関について概要を紹介する。

（１）Department of Remote Sensing and Resource Study

計画国家開発省に属し、ケニア国全土の地理情報について統括している。野性動物保護、環

境の保全等の目的から、野性動物及び家畜の移動や10日ごとの植生変化に係る情報等を衛星

写真より入手している。この他にもさまざまな土地情報図の作成を行っている。

例えば、Baringo District の植生に係る報告書としてMinistry of Planning and National Devel-

opment 管轄のDepartment of Resource Surveys and Remote Sensingが所有している「Plants of

Baringo District Technical Report No.128 (Jan. 1988)」がある。

Kenya Wildlife Service（ケニア国野性生物公社）や国際NGOのほか、JICA等のドナー各国

もこれらの情報を活用している。本件においてもBaringo Districtに係る情報の活用は効率的な

調査を進めていくために極めて重要である。本調査においては同Departmentの情報を地域住

民が活用できるようになることが重要であるが、現在は活用のためのシステムが存在していな

いほか、住民自身が情報を活用するだけの能力が現在ないという問題がある。

（２）Kenya Freedom From Hunger Council (KFFHC)

食料保障を目的として、Nginyang、Tangulbeiその他のdivisionにおいて活動している。活動

内容としては水開発、家畜開発、作物開発、放牧管理、ジェンダー開発が挙げられる。水開発

については堰や浅井戸の改修、泉の管理等を行っている。作物開発については栽培技術の展

示・実証やロバを用いた土地整備、収穫後処理技術、果樹栽培の促進、また土壌・水保全等に

焦点を当てて活動を行っている。

（３）World Vision International

Baringo District において、他のNGOグループ、コミュニティ、ケニア国政府と協力して

Marigat、Tanglubei、Nginyangのコミュニティレベルでの事業を実施している。事業内容とし

ては、保健、教育、農業、水、小規模企業等の開発がある。

※上記（２）、（３）のほかに同District では五つのNGOが活動している。

（４）GTZ

Baringo Districtの北東に位置するSamburu、Marsabitの２Districtにおいて、ケニア国のASAL

の総合農村開発に従事している。開発を行う農村にはコミュニティ・オフィサーやコミュニ
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ティ・モービライザーを配置する。これらの職は最初の１年間はGTZの職員が担当するが、そ

の期間にNGOのスタッフやコミュニティの人間に指導を行い、その後は彼等がオフィサーや

モービライザーとなって農村開発に従事するとのことである。またNGOに対する支援プログ

ラムを実施しており、時間の都合で具体的な内容については聞けなかったが、大きな成果を上

げているとのことであった。本調査においてもNGOとの連携・活用が効果的・効率的な調査

実施のために重要であるが、GTZのNGO支援プログラムについても十分調査・検討する必要

があると思われる。

また、同機関は参加型調査の主な手法の一つであるZOPP/PCMを用いて開発を進めている。

参加型開発として計画策定の段階から住民の意向を取り入れることを考えている本調査におい

ても、特にASAL地域での参加型調査の同機関のノウハウは参考になるものと思われる。

（５）その他

この他にもUNDP、Intermediate Technology、National Meuseum of Kenya等がASAL地域に

係る農村開発あるいは同地域における適正技術のノウハウを蓄積しており、それらは本調査を

進めるにあたって参考になると思われる。
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第４章　開発基本構想

地域開発、特に貧困層を対象としたものは、これまでの国家中心の開発から人間中心への開

発へと大きな転換が行われつつある。ケニア国における農村地域の開発についても1994年に

打ち出された人間中心の開発及び貧困の軽減に焦点をあてたSocialDimensions of Development

というフレームワーク及びDistrictが主体となって行う政策（その内容はDistrict Focus for Rural

Development Strategy にまとめられている）をとっている。

これらの政策の特徴は、開発の主体が行政機関ではなく住民が主体となって計画から実施、

維持管理まで進めて行くところにある。もちろん、政府・自治体等の役割として事業に対する

支援サービスを始め、公共的要素の強い事業については財政負担が必要となる。

そのためには事業実施者である住民自身の能力の向上が図らねばならない。一方、政府、自

治体の役割として住民主体の事業推進のための制度の整備、強化する必要がある。

本格調査の成果を活用する段階では「住民の生活水準の向上」を目的として、住民が適切な

情報を基に自ら判断をして事業を進められなくてはならない。そのためには、これまでプロ

ジェクトの外部条件とされたきたような事項についても積極的にプロジェクト内に取り込む必

要がある。

本格調査においては事業経験を分析、整理し、成功要因及び失敗からの教訓を取りまとめる

ことが重要である。具体的な成果のイメージとしては、事業の種類、方法ごとに技術、経済、

社会的観点から難易度を示した表を作製し、住民が事業を検討するときの代替案のリストとし

て活用できるようなメニューづくりが挙げられる。

一方、既存農民グループを評価したうえで農民の能力向上を図りつつ、その能力向上と組織

強化のメカニズム及び行政機関の役割とその資源に見合った制度の整備、強化を併せた提案に

よるＭ／Ｐの概定が想定される。また、実証試験の対象地域の選定基準が示される。

フェーズ２では、それらの提案をもとに、住民自らが計画立案した事業をいくつか取り上げ

る。その試験における評価の基準は、物理的な要素よりも、住民の計画能力や実施能力を中心

に、政府の役割の達成度等が挙げられる。

上記内容に係る概念図を図４－１に示す。
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